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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　高炉から取り出された高炉ガスを吸収塔に導入し、前記吸収塔内で前記吸収液に前記高
炉ガス中の二酸化炭素を吸収させ、前記二酸化炭素を除去された前記高炉ガスの一部を製
鉄プロセスで燃焼させて熱源として利用し、前記二酸化炭素を除去された前記高炉ガスの
他の一部はガスタービン発電装置に導入して燃焼させて発電を行う燃料として利用し、前
記吸収塔で前記二酸化炭素を吸収した吸収液を前記ガスタービンの排ガスの熱で加熱し、
加熱された前記吸収液を再生塔へ導入し、前記再生塔内で前記吸収液から前記二酸化炭素
を除去し、前記二酸化炭素を除去された前記吸収液を前記吸収塔へと循環させることを特
徴とする高炉ガスからの二酸化炭素分離回収方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の高炉ガスからの二酸化炭素分離回収方法において、
　前記吸収塔を前記高炉ガスの減圧手段の前段に設置し、前記高炉ガスを高圧の状態で前
記吸収塔に導入することを特徴とする高炉ガスからの二酸化炭素分離回収方法。
【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載の高炉ガスからの二酸化炭素分離回収方法において、
　前記ガスタービン発電装置の排ガスを副吸収塔に導入し、前記副吸収塔内で前記吸収液
に前記排ガス中の二酸化炭素を吸収させることを特徴とする高炉ガスからの二酸化炭素分
離回収方法。
【請求項４】
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　請求項１から請求項３までの何れかに記載の高炉ガスからの二酸化炭素分離回収方法に
おいて、
　前記ガスタービン発電装置として、ガスタービンの排ガスの熱を利用して高圧蒸気を発
生する蒸気ボイラと、この蒸気ボイラからの高圧蒸気を前記ガスタービン発電装置の動力
として利用する蒸気タービンと、この蒸気タービンからの利用済蒸気を復水する復水器と
を有する装置を用い、前記ガスタービンの排ガスの熱の一部と前記復水器の熱を前記吸収
液の加熱に利用することを特徴とする高炉ガスからの二酸化炭素分離回収方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高炉ガスからの二酸化炭素分離回収方法に関し、外部から熱を供給すること
なく高炉ガスから効率よく二酸化炭素を分離回収する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　地球温暖化を防止するため、二酸化炭素の排出削減が重要な課題となっており、二酸化
炭素の分離回収方法については、従来から種々の提案がなされている。
　例えば、特許文献１には、製鉄所で発生する副生ガスなどから化学吸収法にて二酸化炭
素を分離回収する方法であって、当該ガスから化学吸収液で二酸化炭素を吸収後、化学吸
収液を加熱し二酸化炭素を分離させるプロセスに製鉄所で発生する低品位排熱を利用また
は活用することにより、大規模二酸化炭素発生源から排出される二酸化炭素を、コンパク
トな設備で効率的かつ安価に分離回収する二酸化炭素の分離回収方法が記載されている。
【０００３】
　この特許文献１は、製鉄所で発生する副生ガス（ＢＦＧ、ＣＯＧ、ＬＤＧなど）から化
学吸収法によって、二酸化炭素を分離・回収する方法において、該ガスから化学吸収液で
二酸化炭素を吸収後、化学吸収液を加熱し二酸化炭素を分離させるプロセスに製鉄所で発
生する例えば、焼結製品クーラーからの排熱（約３５０℃）、焼結主排気ガス（約２８０
℃）、熱風炉排ガス（約２３０℃）、焼結主排気ガス（約１８０℃）、高炉スラグの水砕
に用いた排水（約９０℃）等の低品位排熱を利用または活用することが開示されている。
　また、高炉から排出される高炉ガスは、集塵機によりダストを除去した後において０．
２～０．３ＭＰａの圧力を有することから、ＴＲＴ（炉頂圧力回収タービン：Top pressu
re Recovery Turbine）を用いて発電に利用している。その後、製鉄プロセスにおける加
熱用及び発電用の燃料ガスとして使用されている。
　近年、発電効率を向上させるために、高炉ガスをガスタービン発電装置で燃焼させるこ
とにより発電を行う方法が採用されている。このような方法は、例えば特許文献２に開示
されている。
【０００４】
　図５を用いて、前記従来技術の概要を説明する。図５は高炉ガスを燃料とする焚ガスタ
ービン発電装置の系統図である。高炉ガスＡ（BFG）は、図示しない高炉から発生したも
のであり、ダストキャッチャ１、第１ベンチュリースクラバ２、第２ベンチュリースクラ
バ３、乾式集塵装置４からなる各種集塵装置により清浄化された後、TRT５または減圧弁
（４）６およびサンレンサー７からなる高炉ガスの減圧手段により、大気圧近くまで降圧
された後、ガスホルダ８に貯えられる。前記BFGをガスタービン発電装置用燃料として使
用するときは図示していないコークス炉ガス(COG)等と混合されてガスタービン燃焼に必
要な熱量まで増燃され、燃料ガス圧縮機9-1によって圧縮される。圧縮された前記燃料ガ
スは、空気圧縮機9-5を出た圧縮空気と燃焼器9-2内で混合され燃焼して、ガスタービン9-
3を駆動し排気ガスとなって、更に蒸気ボイラ9-4で蒸気を生成し、蒸気タービン9-7の動
力源となる。なお符号9-6は発電機、符号9-8は復水器をそれぞれ示す。
【０００５】
【特許文献１】特開２００４－２９２２９８号公報
【特許文献２】特開平９－７９０４６号公報
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【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかし、前記特許文献１では、に開示されている化学吸収液で二酸化炭素を吸収後、化
学吸収液を加熱し二酸化炭素を分離させるプロセスに製鉄所で発生する低品位排熱を利用
または活用する技術では、以下の課題を有しており実用技術として利用することができな
い。
　高炉から排出される高炉ガスの排出量は、極めて多量であるため、その処理量が多量と
なる。よって、前記のプロセスにおいて、多量の二酸化炭素を吸収した吸収液を加熱・再
生するために、前記製鉄所で発生する低品位排熱を利用する方法では、全く、その加熱エ
ネルギが著しく不足する。よって、前記多量の高炉ガスを処理するには、吸収液を加熱・
再生するための新たな加熱手段を配置する必要があり、実用技術としての実現性が難しい
。
　一方、前記特許文献２では、ガス中の二酸化炭素の吸収・分離については、一切開示が
ない。よって、高炉ガス燃焼後のガスタービンからの排ガス中に含まれている二酸化炭素
を処理することができない。
【０００７】
　　本発明の目的は、前述のような従来技術の課題を解決し、前記発電効率を向上させる
ため、清浄化された高炉ガスをガスタービン発電装置で燃焼させることにより発電を行う
方法において、高炉ガス中及びまたは高炉ガス燃焼後のガスタービンからの排ガス中に含
まれている多量の二酸化炭素を吸収した吸収液を加熱・再生するための新たな加熱手段を
配置することなく分離回収することができる高炉ガスからの二酸化炭素分離回収方法を提
供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の高炉ガスからの二酸化炭素分離回収方法は、高炉から取り出された高炉ガスを
吸収塔に導入し、前記吸収塔内で前記吸収液に前記高炉ガス中の二酸化炭素を吸収させ、
前記二酸化炭素を除去された前記高炉ガスの一部を製鉄プロセスで燃焼させて熱源として
利用し、前記二酸化炭素を除去された前記高炉ガスの他の一部はガスタービン発電装置に
導入して燃焼させて発電を行う燃料として利用し、前記吸収塔で前記二酸化炭素を吸収し
た吸収液を前記ガスタービンの排ガスの熱で加熱し、加熱された前記吸収液を再生塔へ導
入し、前記再生塔内で前記吸収液から前記二酸化炭素を除去し、前記二酸化炭素を除去さ
れた前記吸収液を前記吸収塔へと循環させることを特徴とする。
【０００９】
　このような本発明においては、高炉からの高炉ガスは吸収塔において二酸化炭素を除去
されたうえ、製鉄プロセスの加熱用燃料として利用されるとともに、ガスタービン発電装
置の燃料として発電に利用される。更に、ガスタービンからの排ガスは、その熱を先の吸
収塔で二酸化炭素除去に用いた吸収液の再生に利用される。従って、二酸化炭素の分離回
収を効率よく行うことができる。また、高炉ガス中の不燃成分である二酸化炭素を除去す
るため、燃料ガスとしての熱量が高くなり、COG等の増燃材の添加量を削減することがで
きる。
【００１０】
　本発明の高炉ガスからの二酸化炭素分離回収方法において、前記吸収塔を前記高炉ガス
の減圧手段の前段に設置し、前記高炉ガスを高圧の状態で前記吸収塔に導入することが望
ましい。
　このような本発明では、吸収塔においては高炉ガスを減圧前の高い圧力とすることがで
き、吸収液への二酸化炭素の吸収性能を高く維持することができる。
【００１１】
　本発明の高炉ガスからの二酸化炭素分離回収方法において、前記ガスタービン発電装置
の排ガスを副吸収塔に導入し、前記副吸収塔内で前記吸収液に前記排ガス中の二酸化炭素
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を吸収させることが望ましい。
　このような本発明においては、高炉からの高炉ガスに含まれる二酸化炭素は前述した吸
収塔で吸収されるとともに、その後にガスタービン発電装置で高炉ガスが燃焼することで
発生する二酸化炭素は副吸収塔で吸収することができ、二酸化炭素の分離回収量を増加さ
せつつ吸収液の循環による効率的な運用を行うことができる。
【００１２】
　本発明の高炉ガスからの二酸化炭素分離回収方法において、前記吸収液の加熱に必要な
熱量が前記ガスタービンの排ガスの持つ熱量と比較して著しく少ない場合は、前記ガスタ
ービン発電装置として、前記ガスタービンの排ガスの熱の一部を利用して高圧蒸気を発生
する蒸気ボイラと、この蒸気ボイラからの高圧蒸気を前記ガスタービン発電装置の動力と
して利用する蒸気タービンと、この蒸気タービンからの利用済蒸気を復水する復水器とを
有する装置を用い、前記吸収液の加熱には前記ガスタービン排ガスの熱の一部と前記復水
器での復水熱を利用することが望ましい。
　このような本発明においては、ガスタービン発電装置の従来捨てていた復水熱を前記吸
収液の加熱に利用するので、ガスタービン発電装置で前記高炉ガスの燃焼により発生する
熱の利用効率が向上する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　以下、本発明の好適な実施形態について図面を用いて詳細に説明する。
［第１実施形態］
　図１Ａには、本発明の第１実施形態が示されている。
　図１Ａにおいて、５はＴＲＴ（炉頂圧回収タービン）、６は減圧弁、７はサイレンサで
あり、以上により高炉ガスの減圧手段が構成されている。
　８はガスホルダ、９－１は燃料ガス圧縮機、９－２は燃焼器、９－３はガスタービン、
９－４Ａ…二酸化炭素吸収液加熱用熱交換器、９－５は空気圧縮機、９－６は発電機を各
々示す。
【００１４】
　９のガスタービン発電装置は、前記燃料ガス圧縮機９－１、燃焼器９－２、ガスタービ
ン９－３、二酸化炭素吸収液加熱用熱交換器９－４Ａ、空気圧縮機９－５、発電機９－６
で構成されている。また、１０は吸収塔、１２は再生塔を示す。
　図中、矢印Ｂは、前記従来技術の項で説明した各種集塵装置（図示省略）により清浄化
された高圧清浄高炉ガスであり、一部はラインＣへと分岐され、他の一部はラインＥ，Ｆ
を経て矢印Ｇへ排出される。一方、矢印Ｌ，Ｍで示す流れは、二酸化炭素の吸収液の循環
流れを示す。矢印Ｋは分離された二酸化炭素である。
　なお、以後の各実施形態において、同じ要素については同じ記号を用いることにより説
明の重複を避ける。
【００１５】
　本発明に適用する二酸化炭素の分離吸収法としては、例えば化学吸収法を用いて、アミ
ン類などの化学吸収液を用いる。
高炉から取り出され清浄化された高圧清浄高炉ガスＢは、前記高炉ガスの減圧手段の前段
に設置している吸収塔１０に導入される。該吸収塔１０内では、該高炉ガスを、二酸化炭
素吸収媒体である化学吸収液に５０℃前後で接触させ、化学吸収液に前記高炉ガス中の二
酸化炭素が吸収される。
　その後、前記二酸化炭素が除去された前記高炉ガスの一部は、ガスホルダ８を経て、例
えば、図示していないコークス炉、加熱炉などに搬送され各種の製鉄プロセスで燃焼させ
て熱源として利用される。
【００１６】
　他方、前記二酸化炭素を除去された前記高炉ガスの他の一部は燃料ガス圧縮機９－１に
よって圧縮される。圧縮された前記燃料ガスは、空気圧縮機９－５を出た圧縮空気と燃焼
器９－２内で混合・燃焼して、ガスタービン９－３を駆動し、排気ガスは二酸化炭素吸収
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液加熱用熱交換器９－４Ａを経て煙突から大気中に放出される。
　この際、前記吸収塔１０で前記二酸化炭素を吸収した吸収液は、前記ガスタービン９－
３の排ガスの熱で、二酸化炭素吸収液加熱用熱交換器９－４Ａにて１２０℃前後に加熱さ
れ、その後、再生塔１２にて吸収液から二酸化炭素を分離回収し、再生された吸収液は戻
り配管を通じて吸収塔１０に戻すことで、吸収液は吸収塔１０と再生塔１２の間を循環し
て循環利用することができる。
【００１７】
　前記のとおり、ガスタービン発電装置９からの排ガスは、その熱を先の吸収塔で二酸化
炭素除去に用いた吸収液の再生に利用される。従って、新たな加熱手段を設けることなく
、二酸化炭素の分離回収を効率よく、且つ多量の高炉ガスの処理が可能となる。
　ガスタービン９－３からの排ガス全熱量は、前記酸化炭素吸収液加熱用熱交換器９－４
Ａにて全て、二酸化炭素吸収液加熱用として使用されるため、従来のように、図５の蒸気
タービン９－７を設置する必要がなく、簡素な設備構成でエネルギを有効に活用すること
が可能である。また、高炉ガス中の不燃成分である二酸化炭素を除去するため、燃料ガス
としての熱量が高くなり、COG等の増燃材の添加量を削減することができる
【００１８】
　また、前記のとおり、分離回収された二酸化炭素は、例えば、圧縮処理され超臨界状態
で地中に圧入されるので、大気中に排出される二酸化炭素を大幅に削減することができる
。
　さらに、吸収塔１０の配設位置を高炉ガスの各種集塵装置の後段にしているため、該高
炉ガスは、清浄化されたものであり吸収液が劣化することがない。
　さらに、吸収塔１０を前記高炉ガスの減圧手段の前段に設置し、前記高炉ガスを高圧の
状態で前記吸収塔１０に導入している。よって、本発明では、吸収塔において、高炉ガス
を減圧前の高い圧力とすることができ、吸収液への二酸化炭素の吸収性能を高く維持する
ことができる。
【００１９】
［第２実施形態］
　図２Ａには本発明の第２実施形態が示されている。
　図２Ａにおいて、本実施形態の前記第１実施形態に対するその構成上の相違点は、吸収
塔１０を前記高炉ガスの減圧手段（炉頂圧回収タービン５および減圧弁６）の後段に設置
していることである。その他の構成は、前記図１Ａと同じ構成であるので、重複する説明
は省略する。
　このような、図２Ａの構成によっても、前記図１Ａと同様の効果が得られる。但し、吸
収塔１０を前記高炉ガスの減圧手段の後段になるため、吸収性能は前記第１実施形態には
およばない。
【００２０】
［第３実施形態］
　図１Ｂには本発明の第３実施形態が示されている。
　図１Ｂにおいて、その構成は前記図１Ａで説明した構成に加え、二酸化炭素吸収液加熱
用熱交換器９－４Ａの後段に、新たに副吸収塔１１を設けた点である。
その他の構成は、前記図１Ａと同じ構成であるので、重複する説明は省略する。
　前記ガスタービン発電装置９の排ガスは、前記副吸収塔１１にて、吸収液と接触し、排
ガス中から、二酸化炭素が除去された後、系外に排出される。
　一方、二酸化炭素を吸収した吸収液は、前記吸収塔１０での二酸化炭素を吸収した吸収
液と合流され、その後、前記ガスタービンの排ガスの熱で、二酸化炭素吸収液加熱用熱交
換器９－４Ａにて１２０℃前後に加熱し、再生塔１２にて化学吸収液から二酸化炭素を分
離回収される。
【００２１】
［第４実施形態］
　図６には、本発明の第４実施形態が示されている。
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　図６において、その構成は前記図１Ｂで説明した構成に加え、前記製鉄プロセスの排ガ
スＮを前記二酸化炭素吸収液加熱用熱交換器９－４Ａに導入して、前記ガスタービン発電
装置９の排ガスと合流させた点である。その他の点は前記図１Ｂと同じ構成であるので、
重複する説明は省略する。
　製鉄プロセスの排ガスＬはガスタービン発電装置９の排ガスとともに副吸収塔１１にて
、吸収液と接触し、排ガス中から、二酸化炭素が除去された後、形骸に排出される。また
、前記ガスタービンからの排ガスと前記製鉄プロセスからの排ガスを混合することにより
、前記二酸化炭素吸収液加熱用熱交換器でのガス温度が下がり、二酸化炭素吸収液が過熱
され、劣化することを防止できる。
【００２２】
［第５実施形態］
　図２Ｂには本発明の第５実施形態が示されている。
　図２Ｂにおいて、その構成は吸収塔１０を前記高炉ガスの減圧手段の後段に設置してい
る。その他の構成は、前記図１Ｂと同じ構成であるので、重複する説明は省略する。
　このような、図２Ｂの構成によっても、前記図１Ｂと同様の効果が得られる。但し、吸
収塔１０を前記高炉ガスの減圧手段の後段になるため、吸収性能は前記第１実施形態には
およばない。
【００２３】
［第６実施形態］
　図３Ａには本発明の第６実施形態が示されている。
　図３Ａにおいて、９－４蒸気ボイラ、９－７は蒸気タービン、９－８は前記蒸気タービ
ン９－７からの利用済蒸気を復水する復水器を示す。蒸気ボイラ１３内には、二つの熱交
換管路が設けられている。前記ガスタービン９－３の排ガスの熱で、一方は高圧蒸気Ｉを
発生させ、前記蒸気タービン９－７を駆動させ、発電するものであり、他方は、吸収塔１
０で、高炉ガス中の二酸化炭素を吸着した吸収液Ｌから二酸化炭素分離するために前記二
酸化炭素を吸着した二酸化炭素吸収液Ｌを加熱するための熱交換管路である。
【００２４】
　かかる構成を有する高炉ガスからの二酸化炭素分離回収方法の適用方法は、前記吸収液
の加熱に必要な熱量が前記ガスタービン９－７の排ガスの持つ熱量と比較して著しく少な
い場合に実施すると好ましい。
　即ち、前記ガスタービン発電装置９として、前記ガスタービン９－３の排ガスの熱の一
部を利用して高圧蒸気を発生する蒸気ボイラ９－４と、この蒸気ボイラからの高圧蒸気を
前記ガスタービン発電装置９の動力として利用する蒸気タービン９－７と、この蒸気ター
ビン９－７からの利用済蒸気を復水する復水器９－８とを有する装置を用い、前記吸収液
の加熱には前記ガスタービン９－３の排ガスの熱の一部と前記復水器９－８での復水熱を
利用することが望ましい。
　このような本発明においては、ガスタービン発電装置９を構成する復水器９－８におけ
る従来捨てていた復水熱を前記吸収液の加熱に利用するので、ガスタービン発電装置９で
前記高炉ガスの燃焼により発生する熱の利用効率が向上する。
【００２５】
［第７実施形態］
　図３Ｂには本発明の第７実施形態が示されている。
　図３Ｂにおいて、その構成は前記図３Ａで説明した構成に加え、二酸化炭素吸収液加熱
用熱交換器９－４Ａの後段に、副吸収塔１１を設けている。
その他の構成は、前記図１Ａと同じ構成であるので、重複する説明は省略する。
　前記ガスタービン発電装置９の排ガスは、前記副吸収塔１１にて、吸収液と接触し、排
ガス中から、二酸化炭素が除去された後、系外に排出される。
　一方、二酸化炭素を吸収した吸収液は、前記吸収塔１０での二酸化炭素を吸収した吸収
液と合流され、その後、前記ガスタービン９－３の排ガスの熱で、二酸化炭素吸収液加熱
用熱交換器９－４Ａにて１２０℃前後に加熱し、再生塔１２にて吸収液から二酸化炭素を
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分離回収される。
【００２６】
［第８実施形態］
　図４Ａには本発明の第８実施形態が示されている。
　図４Ａにおいて、その構成は、前記図３Ａで説明した構成において、吸収塔１０を高炉
ガスの減圧手段の後段に配設している。
　その他の構成は、前記図１Ａと同じ構成であるので、重複する説明は省略する。
【００２７】
［第９実施形態］
　図４Ｂには本発明の第９実施形態が示されている。
　図４Ｂにおいて、その構成は、前記図４Ａで説明した構成に加え、二酸化炭素吸収液加
熱用熱交換器９－４Ａの後段に、新たに副吸収塔１１を設けた点である。
　その他の構成は、前記図４Ａと同じ構成であるので、重複する説明は省略する。
【００２８】
［変形例］
　なお、本発明は前記実施形態の構成に限定されるものではなく、本発明の目的を達成し
ようとする範囲内の変形等は本発明に含まれるものである。
　前記図１Ｂ、図２Ｂ、図３Ｂ、図４Ｂの実施形態において、副吸収塔１１にて二酸化炭
素を吸着した吸収液と、吸収塔１０にて二酸化炭素を吸着した吸収液とを一旦、合流後、
二酸化炭素吸収液加熱用熱交換器９－４Ａに搬送しているが、本発明は、これに限られる
ことなく、前記各々の吸収塔から、個別に二酸化炭素吸収液加熱用熱交換器９－４Ａに搬
送しても同様な効果を奏する。
【産業上の利用可能性】
【００２９】
　本発明の高炉ガスからの二酸化炭素分離回収方法は、清浄化された高炉ガスをガスター
ビン発電装置で燃焼させることにより発電を行う工程、高炉ガス中及びまたは高炉ガス燃
焼後のガスタービンからの排ガス中に含まれている多量の二酸化炭素を吸収した吸収液を
加熱・再生する工程として利用できる。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１Ａ】本発明の第１実施形態を示すブロック図である。
【図１Ｂ】本発明の第３実施形態を示すブロック図である。
【図２Ａ】本発明の第２実施形態を示すブロック図である。
【図２Ｂ】本発明の第５実施形態を示すブロック図である。
【図３Ａ】本発明の第６実施形態を示すブロック図である。
【図３Ｂ】本発明の第７実施形態を示すブロック図である。
【図４Ａ】前記第８実施形態を示すブロック図である。
【図４Ｂ】本発明の第９実施形態を示すブロック図である。
【図５】従来例を示すブロック図である。
【図６】本発明の第４実施形態を示すブロック図である。
【符号の説明】
【００３１】
　　１…ダストキャッチャ
　　２…第１ベンチュリースクラバ
　　３…第２ベンチュリースクラバ
　　４…乾式集塵装置
　　５…ＴＲＴ（炉頂圧回収タービン）
　　６…減圧弁
　　７…サイレンサ
　　８…ガスホルダ
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　　９…ガスタービン発電装置
　　９－１…燃料ガス圧縮機
　　９－２…燃焼器
　　９－３…ガスタービン
　　９－４…蒸気ボイラ
　　９－４Ａ…二酸化炭素吸収液加熱用熱交換器
　　９－５…空気圧縮機
　　９－６…発電機
　　９－７…蒸気タービン
　　９－８…復水器
　　１０…吸収塔
　　１１…副吸収塔
　　１２…再生塔
　　Ａ…高炉ガス
　　Ｂ…高圧清浄高炉ガス
　　Ｃ…製鉄プロセスの加熱用燃料ガス
　　Ｄ…コークス炉ガス
　　Ｅ…ガスタービン発電装置用燃料ガス
　　Ｆ…空気
　　Ｇ…排ガス
　　Ｈ…冷却水
　　Ｉ…蒸気
　　Ｊ…オフガス
　　Ｋ…二酸化炭素
　　Ｌ…二酸化炭素を吸着した二酸化炭素吸収液
　　Ｍ…二酸化炭素を吸着する前の二酸化炭素吸収液
　　Ｎ…製鉄プロセスからの排ガス
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